
   稲沢市公募型補助金交付要綱  

 （目的）  

第１条  この要綱は、市民活動団体が行う公益社会貢献事業を公募し、

当該事業に要する経費の一部を市が補助することにより、市民活動団

体の自発的な活動の推進及び活性化を図り、もってその自立を促すこ

とを目的とする。  

 （定義）  

第２条  この要綱において「市民活動」とは、営利を目的とせず、かつ、

豊かで多様な市民生活の実現に寄与することを目的とする市民の自主

的な社会参加活動であって、次の各号のいずれにも該当しないものを

いう。  

⑴  宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成するこ

とを主たる目的とする活動  

⑵  政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主た

る目的とする活動  

⑶  特定の公職 (公職選挙法 (昭和２５年法律第１００号 )第３条に規

定する公職をいう。以下同じ。 )の候補者 (当該候補者になろうとす

る者を含む。)若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又

はこれらに反対することを目的とする活動  

２  この要綱において「市民活動団体」とは、前項に規定する市民活動

を行う者であって、次の各号のいずれにも該当するものをいう。   

⑴   本市内において継続的に市民活動を行っている、又は行う意思が

あると認められる５名以上で構成された団体であること。  



⑵   本市内に活動拠点を有すること。  

⑶   組織の運営に関する規約、会則等の定めがあること。  

⑷   稲沢市暴力団排除条例 (平成２３年稲沢市条例第１３号 )に規定

する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有しない団体であること。 

 （補助対象事業）  

第３条  補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）

は、市民活動団体が実施する事業であって、その内容が市民活動団体

の自立促進及び活性化に寄与すると市長が認めるものとする。  

２  前項の規定にかかわらず、国若しくは他の地方公共団体又は民間団

体等による補助金等の交付を受ける事業は、補助対象事業としない。  

 （補助対象経費）  

第４条  補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）

は、別表に定めるとおりとする。  

（補助金額等）  

第５条  補助金の額は、前条に規定する補助対象経費から次に掲げる収

入及び経費を差し引いた額とする。  

⑴  事業実施に伴う入場料等  

⑵  広告料、企業協賛金等の収入  

⑶  食糧費及び事業に関連して開催するパーティー等の経費  

⑷  同一団体の構成員に支払う経費  

⑸  土地、建物等の取得に要する経費  

⑹  前各号に掲げるもののほか、市長が補助対象経費として不適当と

認めるもの  



２  補助金の額は、補助対象経費の５分の４の額 (その額に１，０００円

未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額 )とし、１０万円を限

度とする。  

３  補助金の交付を受けられるのは、一団体につき一事業とする。  

(事業期間 ) 

第６条  この要綱に基づく補助対象となる事業の実施期間は、毎年４月

１日から翌年３月３１日とする。ただし、事業の継続を希望する場合

は、改めて事業の提案を行うこととし、同一事業の提案は、事業開始

年度を起点とした３年度を限度とする。  

（交付要望）  

第７条  補助金の交付を受けようとする市民活動団体は、市長が別に定

める期間内に、関係書類を添えて稲沢市公募型補助金交付要望書（様

式第１）を提出しなければならない。  

（審査及び通知）  

第８条  市長は、前条の規定による書類の提出があったときは、稲沢市

公募型補助金審査委員会においてその内容を審査するものとする。  

２  市長は、前項の規定により稲沢市公募型補助金審査委員会から審査

の結果を受け、補助金の交付を決定したときは、その旨を稲沢市公募

型補助金審査結果通知書（様式第２）により、当該市民活動団体に通

知するものとする。  

（交付申請）  

第９条  前条第２項の規定による通知を受けた市民活動団体は、市長が

別に定める期間内に関係書類を添えて稲沢市公募型補助金交付申請書



（様式第３）を市長に提出しなければならない。  

 （交付の決定及び通知）  

第１０条  市長は、前条の規定による申請があった場合は、補助金の額

を決定し、稲沢市公募型補助金交付決定通知書（様式第４）により当

該市民活動団体に通知するものとする。  

２  市長は、前項の通知に際して必要な条件を付すことができる。  

（補助事業の変更承認申請）  

第１１条  前条の規定により通知を受けた市民活動団体（以下「補助決

定団体」という。）は、補助対象事業の内容及び補助対象経費の変更

をしようとする結果、補助金交付決定額に変更が生じるときは、関係

書類を添えて稲沢市公募型補助金変更承認申請書（様式第５）を市長

に提出し、その承認を受けなければならない。この場合において、補

助金の交付申請額は、前条第１項の規定により既に通知された補助金

交付決定額を超えることができないものとする。  

２  市長は、前項の規定による補助金の変更承認申請があった場合にお

いて、その内容を審査し、適当と認めるときは、稲沢市公募型補助金

変更交付決定通知書（様式第６）により補助決定団体に通知するもの

とする。  

３  市長は、前項の通知に際して必要な条件を付すことができる。  

 （補助事業の中止又は廃止の届出）  

第１２条  補助決定団体は、第１０条の規定により通知を受けた後にお

いて、補助対象事業を中止し、又は廃止しようとするときは、稲沢市

公募型補助金事業中止（廃止）届出書（様式第７）を市長に提出しな



ければならない。  

 （実績報告）  

第１３条  補助決定団体は、補助対象事業の完了の日から起算して３０

日を経過した日又は当該年度の３月３１日のいずれか早い日までに、

関係書類を添えて稲沢市公募型補助金実績報告書（様式第８）を市長

に提出しなければならない。  

（補助金の額の確定及び交付）  

第１４条  市長は、前条の規定による報告があった場合において、その

内容が適当と認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、その旨

を稲沢市公募型補助金確定通知書（様式第９）により補助決定団体に

通知するものとする。  

２  補助決定団体は、補助金の交付を受けようとするときは、前項の規

定による通知を受領後、稲沢市公募型補助金交付請求書（様式第１０）

を市長に提出しなければならない。  

 （概算払請求書の提出）  

第１５条  補助決定団体は、補助対象事業の完了前に補助金の交付を受

けようとするときは、稲沢市公募型補助金概算払請求書（様式第１１）

を市長に提出するものとする。  

（補助金の交付決定の取消し及び返還）  

第１６条  市長は、補助決定団体が次の各号のいずれかに該当すると認

めるときは、補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、補

助金の額を減額し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返

還させることができる。  



⑴  この要綱に違反したとき。  

⑵  補助金の交付に際して付した条件に違反したとき。  

 ⑶  補助対象事業の執行方法が不適当と認められたとき。  

 ⑷  第１１条又は第１２条に規定する申請又は届出があったとき。  

２  市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合に

おいて、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されている

ときは、補助決定団体に対し、期限を定めてその返還を命ずるものと

する。  

 （手続）  

第１７条  この要綱に定めるもののほか、補助金の返還については、稲

沢市補助金等交付規則 (昭和５０年稲沢市規則第４号 )に定めるところ

による。  

 （関係書類の整備）  

第１８条  補助決定団体は、補助対象事業に係る経費の収支を明らかに

した書類及び帳簿を備え、当該補助対象事業の完了した日の属する会

計年度の終了後、５年間保存しておかなければならない。  

 （補則）  

第１９条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定

める。  

付  則  

この要綱は、平成２８年７月１日から施行する。  

付  則  

この要綱は、令和元年７月１日から施行する。  



付  則  

１  この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  

２  この要綱の施行の際現に改正前の各要綱の規定に基づいて提出され

ている申請書等は、改正後の各要綱の規定に基づいて提出されたもの

とみなす。  

３  この要綱の施行の際現に改正前の各要綱の規定に基づいて作成され

ている用紙は、改正後の各要綱の規定にかかわらず、当分の間、修正

して使用することができる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第４条関係）  

 備考  団体の運営に関する経費は、補助対象としない。

補助対象経費  経費の種類  

報償費  講師及び専門家への謝礼等  

旅費  宿泊費、交通費等  

需用費  消耗品費、印刷製本費等（食糧費は除く。）  

役務費  通信運搬費、保険料、翻訳料等  

使用料及び賃借

料  

会場使用料、機械器具の借上料等  

備品購入費  購入価格がおおむね３万円を超え、耐用年数が

２年以上の備品購入費（補助対象経費に不可欠

とされるものに限る。）  

その他の経費  市長が特に必要かつ適当と認めた経費  



様式第 1（第 7条関係） 

 

稲沢市公募型補助金交付要望書 

 

年  月  日 

 

  稲沢市長    殿 

 

所在地                

団体(個人)名             

代表者職・氏名            

 

 

稲沢市公募型補助金交付要綱第７条の規定により、補助金の交付を要望します。 

 

記 

 

１ 補助事業名 

 

２ 補助金交付要望額 

事 業 費 補助対象経費 補助金交付要望額 

 

円 

 

円 

 

円 

 

３ 添付書類 

 (１) 事業実施計画書(別紙１) 

 (２) 収支予算書(別紙２) 

 (３) 団体の組織運営に関する規則（会則） 

 

 

 

 

 備考 用紙の大きさは、日本産業規格 A4とする。 



別紙１ 

事 業 実 施 計 画 書 

１ 市民活動団体の概要                    （    年  月  日現在） 

団  体  名  

設 立 年 月 日 年   月   日 会員数  

代表者職・氏名
ふりがな

  

団 体 所 在 地 〒 稲沢市 

団 体 連 絡 先 電 話  ＦＡＸ  

申請内容照会先 

〒 稲沢市 

電 話  ＦＡＸ  

メール  担当者  

団体組織体制 

（※役員、事務局、会員

の構成等を記載） 

 

設立目的及び 

主な活動内容 

（※規約(会則)等添付の

場合は記載不要） 

 

主な活動実績 

（※新規設立の場合は活

動予定を記載） 

 

年 間 活 動 費  

活 動 資 金 

（※会費、事業収入等の

活動費の財源内訳を記

載） 

 

（注）１ 団体の組織運営に関する規約（会則）等を添付してください。 

   ２ 「年間活動費」及び「活動資金」欄は、団体の直近の収支予算書を添付することで記載省略

できます。 



２ 事業の概要 

⑴ 事 業 名  

⑵ 事業実施の目的（※申請事業を行うことに至った動機やこれまでの経緯、どのように課題として

考えているかについて記載） 

 

 

 

⑶ 事業実施による効果（※申請事業の実施によって、どのような効果があるか） 

 

 

 

 

⑷ 事業の内容（※申請事業の実施時期、場所、回数、参加予定人員等を含め、その内容を具体的に

記載） 

 

⑸ 事業の広報・参加者の募集方法（※申請事業の市民への周知方法等について記載）  

 

⑹ 事業実施上の工夫（※申請事業の趣旨・目的達成のため、特に創意工夫する点について記載） 

 

 

⑺ 申請事業が採択されなかった場合の対応（※具体的な対応方法等について記載） 

 



別紙２ 

収  支  予  算  書 

収 入 

科 目 予 算 額 (円) 備    考 

市からの補助金  1,000円未満の端数は切り捨てる。 

自 己 負 担 金   

寄 附 金 等   

事 業 収 入   

合 計   

 

支 出 

支 出 科 目 予 算 額 (円) 備    考 

補
助
対
象
経
費 

   

小  計   

そ
の
他
の
経
費 

   

小  計   

合  計   

 

 本表は、当該補助事業に係る収支予算書に相違ありません。 

      年  月  日 

団 体 名                  

住   所                  

代表者氏名                  



様式第 2（第 8 条関係）  

第      号  

  年   月   日  

 

          様  

 

                稲沢市長          印  

 

稲沢市公募型補助金審査結果通知書  

 

年   月   日付けで申請のありました標記補助金につい

て、下記のとおり通知します。  

記  

１  補助事業名  

 

２  審査結果  

      採択  ・  不採択    とさせていただきます。  

 

 

 

 

 

備考  用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とする。        



様式第 3（第 9条関係） 

年  月  日 

 

 稲沢市長  殿 

 

                   申請者 

                 所在地                

団体(個人)名             

代表者職・氏名            

 

稲沢市公募型補助金交付申請書 

 

稲沢市公募型補助金交付要綱第９条の規定により、補助金の交付を申請します。 

 

１ 補助事業名 

 

２ 補助金交付申請額 

事 業 費 補助対象経費 補助金交付申請額 

 

円 

 

円 

 

円 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 備考 用紙の大きさは、日本産業規格 A4とする。 



様式第 4（第 10条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

           様 

 

                      稲沢市長           印 

 

稲沢市公募型補助金交付決定通知書 

 

年  月  日付けで申請のありました標記補助金については、稲沢市公募型

補助金交付要綱第１０条の規定により、下記のとおり交付することを決定しましたので通

知します。 

記 

１ 補助事業名 

 

２ 補助金交付決定額 

   金        円 

 

３ 交付条件 

稲沢市補助金等交付規則及び稲沢市公募型補助金交付要綱を遵守すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格 A4とする。



様式第 5（第 11条関係） 

  年  月  日 

 

 稲沢市長  殿 

 

                   申請者 

                 所在地                

団体(個人)名             

代表者職・氏名            

 

稲沢市公募型補助金変更承認申請書 

 

年  月  日付け    第   号で交付決定通知のあった標記補助金に

ついて、下記のとおり変更したいので、稲沢市公募型補助金交付要綱第１１条第１項の規

定により、申請します。 

記 

１ 補助事業名 

 

２ 変更しようとする事業の内容 

 

３ 事業の内容を変更しようとする理由 

 

４ 既交付決定額 

金        円 

 

５ 変更交付申請額 

   金        円 

 

６ 添付書類 

   交付申請時と変更後の状況が比較対照できる資料 

 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格 A4とする。 



様式第 6（第 11条関係） 

                               第     号 

  年  月  日 

 

           様 

 

                      稲沢市長           印 

 

稲沢市公募型補助金変更交付決定通知書 

 

年  月  日付けで変更申請のありました標記補助金については、稲沢市公

募型補助金交付要綱第１１条第２項の規定により、下記のとおり承認することを決定しま

したので通知します。 

記 

１ 補助事業名 

 

２ 既交付決定額 

   金        円 

 

３ 変更交付決定額 

   金        円 

 

４ 交付条件 

稲沢市補助金等交付規則及び稲沢市公募型補助金交付要綱を遵守すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格 A4とする。 



様式第 7（第 12条関係） 

  年  月  日 

 

 稲沢市長  殿 

 

                   届出者 

                 所在地                

団体(個人)名             

代表者職・氏名            

 

稲沢市公募型補助金事業中止（廃止）届出書 

 

年  月  日付け    第   号で交付決定通知のあった標記補助金に

ついて、下記のとおり事業を中止（廃止）したいので、稲沢市公募型補助金交付要綱第 

１２条の規定により、届け出ます。 

記 

１ 補助事業名 

 

２ 計画の中止（廃止）の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格 A4とする。 



様式第 8（第 13条関係） 

  年  月  日 

 

 稲沢市長  殿 

 

                   申請者 

                 所在地                

団体(個人)名             

代表者職・氏名            

 

 

稲沢市公募型補助金実績報告書 

 

年  月  日付け    第   号で交付決定通知のあった下記事業が完

了しましたので報告します。 

記 

１ 補助事業名 

 

２ 完了年月日 

      年  月  日 

 

３ 添付書類 

 (1) 事業報告書 

 (2) 収支決算書 

 (3) 領収書の写し 

 (4) 事業の実施状況が分かる写真、資料等 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格 A4とする。 



別紙１ 

事  業  報  告  書 

                       団体名             

事  業  名 
 

目 的 ・ 趣 旨 

 

事 業 内 容 

 

実 施 日 
 

実施場所 
 

会 員 数 
 一 般 の 

参加者数 

 

 



別紙２ 

収  支  決  算  書 

収 入 

科 目 決 算 額 (円) 備    考 

市からの補助金   

自 己 負 担 金   

寄 附 金 等   

事 業 収 入   

合 計   

 

支 出 

支 出 科 目 決 算 額 (円) 備    考 

補
助
対
象
経
費 

   

小  計   

そ
の
他
の
経
費 

   

小  計   

合  計   

 

 本表は、当該補助事業に係る収支決算書に相違ありません。 

      年  月  日 

団 体 名                  

住   所                  

代表者氏名                  



様式第 9（第 14条関係） 

                               第     号 

  年  月  日 

 

           様 

 

                      稲沢市長           印 

 

稲沢市公募型補助金確定通知書 

 

年  月  日付けで実績報告のありました標記の件については、稲沢市公募

型補助金交付要綱第１４条第１項の規定により、下記のとおり補助金の額を確定しました

ので通知します。 

記 

１ 補助事業名 

 

２ 交付決定額 

   金        円 

 

３ 補助対象経費 

金        円 

 

４ 補助金確定額 

金        円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格 A4とする。 



様式第 10（第 14条関係） 

 

稲沢市公募型補助金交付請求書 

 

年  月  日   

 

  稲沢市長    殿 

 

所在地                 

団体(個人)名              

代表者職・氏名           

請 求 金 額                  円 

事 業 名 
  

交付指令年月日等     年  月  日    指令第    号 

交 付 決 定 額                  円 

振 替 口 座 

金融機関名 店 舗 名 
(ふりがな) 

口 座 名 
預金種類 口 座 番 号 

          

請求の根拠 

 稲沢市公募型補助金交付要綱 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格 A4とする。 

 

 

 



様式第 11（第 15条関係） 

 

稲沢市公募型補助金概算払請求書 

 

年  月  日   

 

  稲沢市長    殿 

 

所在地                 

団体(個人)名              

          代表者職・氏名 

請 求 金 額                  円 

事 業 名 
  

交付指令年月日等     年  月  日    指令第    号 

交 付 決 定 額                  円 

振 替 口 座 

金融機関名 店 舗 名 
(ふりがな) 

口 座 名 
預金種類 口 座 番 号 

          

請求の根拠 

 稲沢市公募型補助金交付要綱 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格 A4とする。 

 


